
当年度末 前年度末 増　　減 当年度末 前年度末 増　　減

流動資産 565,058,307 594,455,020 -29,396,713 流動負債 91,046,917 97,119,224 -6,072,307

　現金預金 302,069,886 334,782,949 -32,713,063 　事業未払金 25,234,698 34,199,002 -8,964,304

　事業未収金 254,165,766 252,357,081 1,808,685 　その他の未払金 9,749,740 8,861,080 888,660

　未収金 202,000 11,000 191,000 　１年以内返済予定設備資金借入金 27,322,000 27,322,000 0

　未収補助金 2,576,880 0 2,576,880 　１年以内返済予定長期運営資金借入金 0 0 0

　医薬品 4,818,794 5,688,790 -869,996 　預り金 543,877 309,358 234,519

　短期貸付金 0 1,300,000 -1,300,000 　職員預り金 16,112,031 14,345,273 1,766,758

　仮払金 1,224,981 315,200 909,781 　賞与引当金 12,084,571 12,082,511 2,060

固定資産 2,207,958,365 2,240,880,461 -32,922,096 固定負債 691,914,562 746,082,461 -54,167,899

　基本財産 1,020,115,688 1,069,250,120 -49,134,432 　設備資金借入金 538,783,000 566,105,000 -27,322,000

　土地 212,434,710 212,434,710 0 　退職給付引当金 153,131,562 179,977,461 -26,845,899

　建物 807,680,978 856,815,410 -49,134,432

その他の固定資産 1,187,842,677 1,171,630,341 16,212,336 負債の部合計 782,961,479 843,201,685 -60,240,206

　土地 22,612,000 22,612,000 0

　建物　 604,644,395 636,439,706 -31,795,311 基本金 589,862,188 589,862,188 0

　構築物 17,077,729 19,694,775 -2,617,046 国庫補助金等特別積立金 506,812,599 546,396,052 -39,583,453

　機械及び装置 18,067,851 17,328,030 739,821 その他の積立金 268,280,000 210,000,000 58,280,000

　車輛運搬具 23,897,387 8,259,900 15,637,487 次期繰越活動増減差額 625,100,406 645,875,556 -20,775,150

　器具及び備品 28,145,753 29,632,469 -1,486,716   (うち当期活動増減差額) (37,504,850) (58,735,135) (-21,230,285)

　権利 47,566,000 47,566,000 0

　長期貸付金 4,420,000 120,000 4,300,000

　退職給付引当資産 153,131,562 179,977,461 -26,845,899

　施設整備等積立資産 252,000,000 177,000,000 75,000,000

　備品整備等積立資産 16,280,000 33,000,000 -16,720,000

純財産の部合計 1,990,055,193 1,992,133,796 -2,078,603

資産の部合計 2,773,016,672 2,835,335,481 -62,318,809 負債及び純財産の部合計 2,773,016,672 2,835,335,481 -62,318,809

純　　財　　産　　の　　部

(単位: 円)

資　　　産　　　の　　　部 負　　　債　　　の　　　部

第3号の1様式

貸 　 借 　 対　  照　  表
平成28年  3月31日現在　　



1. 継続事業の前提に関する注記
　　　該当なし

２. 重要な会計方針
　　　重要な会計方針の内容は以下の通りである。

　　　(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

　　　　　　該当なし

　　　(2) 固定資産の減価償却の方法

　　　　　・ 建物並びに器具及び備品　―　定額法

　　　　　・ リース資産　　　　　　   ―　該当なし

　　　(3) 引当金の計上基準

　　　　　・ 退職給付引当金　―　北海道民間社会福祉事業職員共済会の退職給与算定基準により算出計上、また旧診療部時代に

　　　　　　　　　　　　　　　　 積立した金額を本部拠点区分とそよ風の里拠点区分に移行計上している。

　　　　　・ 賞与引当金　　   ―　平成27年６月支給の賞与に充てるため、支給見込額基準により前年度(３月)分を算出計上する。

３. 重要な会計方針の変更
　　　該当なし

4. 法人で採用する退職給付制度
　　　当法人で採用する退職金制度は以下の通りである。

　　　(1) 一般社団法人北海道民間社会福祉事業職員共済会  ―  退職年金事業

　　　(2) 独立行政法人福祉医療機構　                             ―　社会福祉施設職員等退職手当共済制度

5. 法人が作成する財務諸表と拠点区分・サービス区分
　　　当法人で作成する財務諸表は以下の通りである。

　　　(1) 法人全体の財務諸表 (第1号の1様式、第2号の1様式、第3号の1様式)

　　　(3) 社会福祉事業における拠点区分別内訳表 (第1号の3様式、第2号の3様式、第3号の3様式)

　　　(4) 公益事業における拠点区分別内訳表 (第1号の3様式、第2号の3様式、第3号の3様式)

　　　(5) 収益事業における拠点区分別内訳表 　当法人は収益事業を実施していないため作成していない。

　　　(6) 各拠点区分におけるサービス区分の内容

　　　　 ア. 法人本部拠点 (社会福祉事業)

             イ. 北海道リハビリテーションセンター拠点  (社会福祉事業)

                 「障がい者支援施設　北海道リハビリテーションセンター」

　　　　ウ. 北海道リハビリテーションセンター療護部拠点  (社会福祉事業)

                 「障がい者支援施設　北海道リハビリテーションセンター療護部」

                 「障がい福祉サービス事業　北海道リハビリテーションセンター療護部」

　　　　エ. 北海道リハビリテーションセンター特養部拠点  (社会福祉事業)

                 「特別養護老人ホーム　北海道リハビリテーションセンター特養部」

                 「短期入所生活介護事業(予防含む)　北海道リハビリテーションセンター特養部」

　　　　オ. リハビリデイセンター拠点  (社会福祉事業)

                 「老人デイ・サービス事業　リハビリデイセンター」

　　　　カ. リハビリ支援センター拠点  (社会福祉事業)

                 「在宅介護支援センター事業　リハビリ支援センター」

　　　　キ. 白老町立特別養護老人ホーム寿幸園拠点  (社会福祉事業)

                 「特別養護老人ホーム　白老町立特別養護老人ホーム寿幸園」

                 「短期入所生活介護事業(予防含む)　白老町立特別養護老人ホーム寿幸園」

　　　　ク. グループホームいたどり拠点  (社会福祉事業)

                 「認知症対応型老人共同生活援助事業　グループホームいたどり」

　　　　ケ. しおさい拠点  (社会福祉事業)

                 「障がい福祉サービス事業　しおさい」

　　　　コ. 居宅介護支援事業拠点  (公益事業)

                 「居宅介護支援事業　北海道リハビリテーションセンター特養部居宅介護支援事業所」

　　　　サ. そよ風の里拠点  (公益事業)

                 「介護老人保健施設事業　そよ風の里」

　　　　シ. 北海道リハビリテーションセンター診療所拠点  (公益事業)

                 「診療所事業　北海道リハビリテーションセンター診療所」

         (2) 事業区分別内訳書(第１号の２様式、第２号の２様式、第３号の２様式)

財務諸表に対する注記 (法人全体用)



6. 基本財産の増減の内容及び金額
　　　基本財産の増減の内容及び金額は以下の通りである。

                                                                                                                                               (単位 : 円)

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

212,434,710 0 0 212,434,710

 建物 856,815,410 0 49,134,432 807,680,978

合　　　　計 1,069,250,120 0 49,134,432 1,020,115,688

7. 会計基準第3章第4 (4) 及び (6) の規定による基本金又は国庫補助金等特別積立金の取崩し
　　　基本金又は国庫補助金等特別積立金の取崩しは以下の通りである。

　　　(1) 基本金の取崩し ―  該当なし

　　　(2) サービス活動費用の控除項目として計上する取崩により、国庫補助金等特別積立金を39,973,053円取崩。(今年度389,600円積立)

　　　(3) 特別費用の控除項目として計上する取崩による、国庫補助金等特別積立金の取崩はなし。

8. 担保に提供している資産
　　　　担保に供されている資産は以下の通りである。

　　　　　　　　　　土地 (基本財産)　　                                      193,654,830 円(全ての基本財産の土地)　 193,654,830 円

　　　　　　　　　　建物 (基本財産)　　                                      838,082,963 円(全ての基本財産の建物) 7487,21,363 円

　　　　　　　　　　建物 (運用財産)　　                                      642,122,296 円(そよ風の里建物・木工室) 583,669,952 円

計

　　　　担保している債務の種類及び金額は以下の通りである。

                    設備資金借入金 (1年以内返済予定額を含む): 福祉医療機構  566,105,000 円

計 566,105,000 円

9. 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
　　　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は以下の通りである。

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

 建物 (基本財産) 1,710,189,633 902,508,655 807,680,978

 建物 894,538,597 289,894,202 604,644,395

 構築物 37,903,928 20,826,199 17,077,729

 機械及び装置 41,631,150 23,563,299 18,067,851

 車輛運搬具 54,080,603 30,183,216 23,897,387

 器具及び備品 143,909,414 115,763,661 28,145,753

合　　　　計 2,882,253,325 1,382,739,232 1,499,514,093

10. 債権、徴収不能引当金の当期末残高、債券の当期末残高
　　　　債権、徴収不能引当金の当期末残高、債券の当期末残高は以下の通りである。

債権額 徴収不能引当金 債権の当期末残高

の当期末残高

 事業未収金 254,165,766 0 254,165,766

 未収金 202,000 0 202,000

 未収補助金 2,576,880 0 2,576,880

合　　　　計 256,944,646 0 256,944,646

11. 満期保有目的の債券の内容並びに帳簿価額、時価及び評価損益 該当なし

12. 関連当事者との取引の内容 該当なし

13. 重要な偶発債務 該当なし

14. 重要な後発事象 該当なし

15. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにする
　　ために必要な事項

 土地

基本財産の種類

1,526,046,145円

　　　　該当なし


